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ま え が き

近年､ サービス経済化､ 情報化による産業構造の変化を背景に､ 企業の長期雇用慣行や年

功的賃金体系に関する意識は変化し､ 能力・成果主義を志向した賃金制度の導入など､ 人事

管理面の個別化が進んでいる｡ 一方､ 労働者については､ 非正規雇用で働く労働者の増大や､

仕事と生活の調和を求める意識の高まりなど､ 就業形態・就業意識が多様化している｡

このように､ 労働契約を取り巻く状況が大きく変化している中で､ 個々の労働契約の権利

義務関係をめぐる紛争が増加する傾向にあり､ 主に判例法理によって形成されている現行の

労働契約に関するルールが必ずしも明確となっていない場合があるのではないか､ あるいは

現実の変化に十分対応できていないのではないかとの議論がなされている｡

当機構では､ 厚生労働省からの要請により､ 採用､ 出向､ 解雇など労働契約をめぐる実態

を明らかにすることを目的に､ 2004年10月～12月にかけて､ アンケート調査 (企業調査) を

実施した｡ 調査事項が多岐にわたることから､ 調査事項間の関連が比較的強いと考えられる

労働契約の成立・終了部分と労働契約の展開部分に二分割してアンケート調査を行った｡ 本

報告書は､ 労働契約の成立・終了部分についての調査結果を取りまとめたものである｡

本報告書が､ 今後の労働契約法制のあり方に関する議論に資することができれば幸いであ

る｡

最後に､ 本調査の実施にあたっては､ 荒木尚志・東京大学大学院法学政治学研究科教授､

山川隆一・慶應義塾大学大学院法務研究科教授よりご助言をいただいた｡ この場を借りて､

心より感謝申し上げたい｡

2005年５月

労働政策研究・研修機構

理事長 小野 旭
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